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　共同利用型在宅勤務システムの調達に係る企画提案コンペの実施については、関係法令に定めるもののほか、この募集要領によるものとする。

１　公告期間
　　令和８年６月17日（水）～令和８年６月30日（火）

２　企画提案コンペに付する事項
⑴　業務の名称
共同利用型在宅勤務システムの調達
⑵　仕様
別添「共同利用型在宅勤務システムの調達に関する仕様書」のとおり
⑶　履行期間
契約日から令和15年３月31日（木）まで
⑷　履行場所
兵庫県電子自治体推進協議会事務局（以下「事務局」という。）の指定する場所

３　参加資格
本件に参加することができる資格を有する者は、単独企業もしくは企業グループで、次の各号のいずれの要件も満たす者とする。
　⑴　財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）第81条の３に基づく県の物品関係の入札参加者資格者名簿に登録されている者又は県が賦課徴収するすべての県税並びに消費税及び地方消費税についての未納のない者
　⑵　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による資格制限を受けていない者
　⑶　参加表明書（様式第１号）の提出期限日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者
　⑷　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。
　⑸　企業グループによる参加の場合は、企業グループの全ての構成員が、上記(1)～(4)の各要件を全て満たしており、企業グループの構成員が、単独又は他の企業グループの構成員として、本委託業務の調達に参加していないこと。

４　応募方法
　　単独企業又は企業グループによるものとする。

５　企画提案コンペ参加の申し込み
　⑴　事務局
　　　〒650-8567　神戸市中央区下山手通５丁目10番１号（兵庫県庁第３号館12階）
　　　　兵庫県企画部デジタル改革課
　　　　電話：(078)341-7711（内線72713）FAX ：(078)362-3931
　　　　電子メールアドレス：sysad@pref.hyogo.lg.jp
　⑵　参加表明
　　　提出書類は、次のとおりとする。
　　ア　参加表明書（様式第１号）
　　イ　添付書類
　　　(ア)　会社概要（様式第２号）
[bookmark: _Hlk132204471]　　　(イ)　以下ａ及びｂのいずれか
ａ　物品関係入札参加資格審査結果通知書（写）
ｂ　　納税証明書（２種類：提出の日において発行から３か月以内のもの）
(ａ)　消費税又は地方消費税に滞納のない証明
(ｂ)　全ての県税に滞納のない証明（県内に事業所がない場合は誓約書）
　　ウ　提出方法　事務局への持参、郵送又は電子メールとする。
　　エ　提出期間
　　　　令和８年６月17日（水）から令和８年６月30日（火）まで（兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例第15号）第２条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。
　　　　郵送の場合は、令和８年６月29日（月）必着とする。
　　オ　提出部数　各１部
　⑶　参加資格の確認及び通知
　　　電磁的方法により通知する。

６　質問及び回答
　　次の方法により受け付ける。なお、公告期間終了後、仕様書等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。
1 　質問期間
　　　令和８年６月17日（水）から令和８年６月24日（水）まで（県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）
　⑵　質問方法
　　ア　質問書（様式第３号）を電子メールで提出すること。
　　イ　電子メールの標題を「共同利用型在宅勤務システム企画提案コンペに関する質問」とすること。
　　ウ　電子メールによる送信にあたっては、３メガバイト以下の容量で、パスワード付き圧縮ファイル（ＺＩＰ形式）とし、パスワードは別メールで通知すること。
　　エ　電子データは、最新のウイルス対策ソフトでウイルスチェックしたものであること。
　　オ　質問期間終了後の質問は受け付けない。
　　カ　質問受付の終了時刻に関しては受付場所における着信主義とし、受理するかどうかの判断は事務局が行うものとする。ただし、電話による受信確認は差し支えない。
2 　回答の方法
　　　令和８年６月29日（月）に、電子メールにて参加者全員に回答する。

７　企画提案
1 　提案資料の作成について
　　　共同利用型在宅勤務システムの調達に関する仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき、下記ア～キの資料を提出すること。
ア　提案書（A4判２穴ファイル）　　　　　　　　　　　　10部
イ　提案資料（鏡）（様式第４号）　　　　　　　　　　　 １部
ウ　提案価格が書かれた書類（見積書）　　　　　　　　　１部
エ　提案者の業務実績（様式第５号）　　　　　　　　　　１部
オ　再委託先一覧（予定）（様式第６号）　　　　　　　　 １部
カ　電子媒体（USBメモリ、CD-RまたはDVD-R）		　１部
キ　添付資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　　　(ア)　会社概要（パンフレット等）
　　　(イ)　経営資料（会社登記簿謄本、定款、直近３年間の決算資料）
　⑵　提出期間
　　令和８年６月17日（水）から令和８年７月16日（木）まで（県の休日を除く。）の午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。
　　郵送の場合は、令和８年７月15日（水）必着とする。
　⑶　記載上の注意点
　　ア　企画提案コンペにおいて、参加者から提出された提案書等に基づき評価・採点を行う。
イ　提案書の提出は、１者につき１案のみとする。
　　ウ　提案書の提案項目及び記載順序は、別添「共同利用型在宅勤務システムの調達に係る当選者決定基準」の別紙「共同利用型在宅勤務システムの調達に係る提案書評価項目」（以下「評価項目一覧」という。）に従うこと。提案項目及び記載順序の変更等は行わないこと。なお、変更等が行われている場合は、評価対象としないことがある。
　　エ　提案等は、提案価格の範囲において実施できるものと判断する。なお、提案等の実施により提案価格を超える追加費用等が発生しても、すべて提案者の負担とする。また、発注者に提案価格を超える費用負担が生じることが明記された提案等は評価しない。
　　オ　提案書に記載する内容は、提案者が実施する内容を根拠も含めてできる限り具体的に記述すること。定量的に表すことが可能な場合は、その数値をできる限り記述すること。
　　カ　仕様書に示す必須機能要件に合致しない事項があれば、それを明記の上、その理由や代替策について説明すること。記述がない場合は、要件を満たすことができないと判断する。
　　キ　提案書の記載内容に不整合があった場合は、事務局に有利な記載内容を正とみなすので注意すること。
　　ク　提案内容のとおりに実現できなかった場合は、代替方法等で実現することとし、その費用は提案者が負担すること。実現できなかった場合は、ペナルティの対象とする。
　　ケ　仕様書等及び提出された提案書のうち事務局が評価した提案等をもとに契約内容を決定する。
　⑷　提案資料の作成方法
　　ア　提案書
　　　(ア)　提案書の様式は、A4横長、横書き、両面印刷、左綴じとすること。必要に応じて、A3横用紙の片面折り込みを認める。
　　　(イ)　提案書は、市販のA4判２穴ファイルに編冊すること。ファイルの表紙には「共同利用型在宅勤務システムの調達に係る提案書」と記載すること。
　　　(ウ)　言語は日本語とし、単位等の表示は、日本円、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第51号）に定める単位に限る。
　　　(エ)　提案者名及び提案者名が推察される事項、商標等を記載しないこと。
　　　(オ)　表紙、目次、仕切り紙を除き、50ページ以内（白紙ページ含む）で簡潔明瞭に記載すること。
　　　(カ)　白紙ページも含めてページ番号を連番で付番すること。
　　　(キ)　文書を補完するためにイメージ図・イラスト・グラフ等の使用は可能とする。
　　　(ク)　多色刷りは可とするが、評価等のためにモノクロ複写・印刷する場合でも見易くなるように配慮すること。
　　　(ケ)　文字フォントは任意とし、文字サイズは10.5ポイント以上とする。見やすさ、読みやすさに配慮すること。
　　　(コ)　略語や専門用語等については、一般用語を用いて記述するとともに、初出の用語については必ず定義を記述すること。また、理解しにくい用語や専門用語には脚注を付記すること。
　　　(サ)　他の様式や補足資料に関連する事項が記載されている場合等、参照が必要な箇所には、該当するページを記入すること。
　　　(シ)　システム技術や構築手法等について、評価者が理解し易いように、簡潔かつ分かりやすい表現で記述すること。
　　イ　提案様式
　　　　提案様式及びその証明・根拠資料は、提案書に綴じ込まず、別葉とすること。
　　　(ア)　提案資料（鏡）（様式第４号）
　　　　ａ　会社名、代表者名、連絡先を記載のうえ、提出すること。
　　　　ｂ　提案様式等の証明及び根拠資料について、添付書類名を記載すること。
　　　(イ)　同等システムの導入及び保守運用実績（様式第５号）
　　　　ａ　過去10年間（平成28年４月～公告日）に都道府県又は国に同等システムの導入及び保守運用を行った実績を記載すること。
　　　　ｂ　単独による実施、協業（他企業と協業）による実施の別を記載すること。単独以外は企業名を（　）書きすること。
　　　　ｃ　契約書の写し等記載した実績を証明する書類を提示すること。
　　　　ｄ　導入実績が２件以上ある場合は、本様式をコピーして使用すること。
　　　(ウ)　再委託先一覧（予定）（様式第６号）
　　　　ａ　再委託を予定する場合に、記載すること。
　　ウ　電子媒体
　　　(ア)　添付資料を除く提出資料について、電子媒体（USBメモリ、CD-RまたはDVD-R）で提出すること。
　　　(イ)　ファイル形式は、PDFまたはMicrosoft Office 2019のいずれかとすること。
　　　(ウ)　電子媒体は、最新のウイルスチェックソフトでウイルスチェックしたものであること。
　⑸　提案資料の取り扱い
　　ア　提出後の提案資料の追加・修正・差替は一切認めない。
　　イ　提案資料は、当選者決定のための提案内容の評価及び契約後の履行確認のために利用し、応募者には返却しない。
　　ウ　提案書等の記載が、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負うこと。
　⑹　経費の負担
　　　提案に係る一切の費用は、全て提案者の負担とする。
　⑺　無効となる提案
　　ア　提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。
　　イ　提案資料に漏れがあるもの。
　　ウ　虚偽の内容が記載されているもの。
　　エ　本提案に関して審査委員との接触があったもの。
　⑻　留意事項
　　　提案した内容を実現できなかった場合は、ペナルティとして契約金額から減ずることとする。
　　　減額金額の計算は以下のとおりとする。
　　　減額金額　＝　契約金額　×　当該評価項目の評価点　／　評価点
　⑼　参加の辞退
前記５(2)で参加表明書を提出した者は、審査を実施するまでは、辞退届（様式第７号）により参加を辞退することができる。参加を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取り扱いを受けるものではない。

８　当選者の選考、決定及び通知の方法
1 　選考方法
　　　別紙「共同利用型在宅勤務システムの調達に係る当選者決定基準」のとおり。
　⑵　選考結果の通知
　　　選考結果は、参加者全員に電磁的方法により通知する。
2 　当選後の取扱い
　　ア　当選者は、共同利用型在宅勤務システムの調達契約の予定者となり、提案内容に基づき、事務局と詳細な仕様を協議し、契約を締結する。
　　イ　契約締結までに当選者が次のいずれかに該当する者であると判明したときは、当選者との契約を締結しない。
　　　(ア)　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号に規定する暴力団員
　　　(イ)　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
　　ウ　上記イにより当選者との契約を締結しなかった場合、企画提案コンペに参加した者がそれまでに要した費用については、事務局は一切の損害賠償の責を負わない。

９　再委託の禁止
　　本委託業務を再委託することは、原則認めない。ただし、必要により一部を再委託する場合は、事務局に協議の上その承諾を得るものとする。

10　その他
　⑴　参加に要する費用
　　　本企画提案コンペに要する費用は、参加者の負担とする。
　⑵　その他
　　ア　提出された書類は、返却しない。
　　イ　原則として、書類提出後の記載内容の変更は認めない。
　　ウ　本要領に定めのない事項については、事務局が定める手続きによる。

様式第１号
参加表明書

事業名：共同利用型在宅勤務システムの調達

令和　　年　　月　　日

兵庫県電子自治体推進協議会事務局
会長　　上野　健全　様

（提出者）
名　称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

（作成責任者）
所属・職
氏　　名
電話番号
FAX番号
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

令和８年　月　日付け募集に係る標記業務について、提案書提出の意思がありますので、企画提案コンペに参加します。
　なお、申込みにあたっては、企画提案コンペ募集要領に定められた資格を満たす者であること、本申込書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

　（添付資料）
　１　会社概要（様式第２号）
　２　以下(1)及び(2)のいずれか
(1)  物品関係入札参加資格審査結果通知書（写）
(2)　納税証明書（２種類：提出の日において発行から３か月以内のもの）
ア　消費税又は地方消費税に滞納のない証明
イ　全ての県税に滞納のない証明
様式第２号
会社概要
	社　　　名
	

	代表者職・氏名
	

	所　在　地
	

	設立年月日
	

	資　本　金
	

	売　上　高
	

	従業員数
	

	業務内容
	

	会社の特色
	

	兵庫県または近隣府県のサポート拠点の住所
	
	兵庫県庁本庁舎までの時間及び交通手段
	

	※　連絡窓口
　所属　 　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　氏名　 　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　役職　 　　　　　　　　　　　　　　　　　E－mail





様式第３号
質　問　書


【記入者等】
	記入日
	令和　　年　　月　　日

	（企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ名）
	

	商号又は名称
	

	担当者
	

	電話
	

	FAX
	

	メールアドレス
	




【質問事項】
	番号
	該当資料名・頁
	質問内容

	１
	
	



	２
	
	



	３
	
	




※　企業グループの場合は、企業グループ名を併記したうえで、代表企業が提出すること。


様式第４号
提　案　資　料

令和　　年　　月　　日　
兵庫県電子自治体推進協議会事務局
会長　　上野　健全　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和８年　月　日付けで公告のありました共同利用型在宅勤務システムの調達委託について以下のとおり提案資料を提出します。
記
１　提案資料
　⑴　提案書（A4判２穴ファイル）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10部
　⑵　提案資料（鏡）（様式第４号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　⑶　提案価格が書かれた資料（見積書）　　　　　　　　　　　　　　　 １部
[bookmark: _Hlk132209042]　⑷　提案者の業務実績（様式第５号）　　　　　　　　　　　　　　　　 １部
　⑸　配置予定技術者の資格･実務経験（様式第６号）　　　　　　　　　　１部
　⑹　再委託先一覧（予定）（様式第７号）　　　　　　　　　　　　　　　１部
　⑺　証明･根拠資料
証明・根拠資料について具体的に記入してください。


⑻　電子媒体（USBメモリ、CD-RまたはDVD-R）			　　　１部
⑼　添付資料
・　会社概要（パンフレット等）　　　　　　　　　　　　　　　　　 １部
・　経営資料（会社登記簿謄本、定款、直近３年間の決算資料）　　　 １部

２　問い合わせ先
担 当 者：
部　　署：
電話番号：
メールアドレス：
様式第５号
同等システムの導入及び保守運用実績

提案者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	受託業務名
	○○テレワークシステム提供業務

	発注者
	

	業務場所
	

	受託方法
	単独・協業（協業企業名）

	業者選定方法
	プロポーザル・一般競争入札（総合評価）

	契約金額
	○○○，○○○千円

	契約期間
	○○年○月○日～○○年○月○日

	業務概要
	（導入システム、保守運用の業務内容、実施体制等について、記載してください）














	業務完了日
	○○年○月○日


〈記載内容〉
※　過去10年間（平成28年4月～公告日）における在宅勤務システムの導入及び保守運用実績（完了したものに限る）を記載すること。
※　単独による実施、協業（他企業と協業）による実施の別を記載すること。協業による実施の場合は、企業名を（　）書きすること。
※　記載した実績を証明する書類（契約書の写し）を提示すること。
※　実績が２件以上ある場合は、本様式をコピーして使用すること。



様式第６号
再委託先一覧（予定）

提案者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	番号
	再委託予定業者名
及び所在地
	再委託を予定する業務の範囲
	備　　考

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


※　再委託を予定する場合に、記載すること。


様式第７号
辞　退　届



件名　　共同利用型在宅勤務システムの調達



　上記について参加申込みをしましたが、都合により辞退します。



令和　　年　　月　　日　





兵庫県電子自治体推進協議会事務局
会長　　上野　健全　様



住所　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　　　　　　　　　　　　　　　　




